
 
 
 
 
 
 

【日時】：平成2９年6月２８日（水）1５:00～1７:00 
【場所】：伊都振興局３階 大会議室  

【各市町の主な報告内容】 

平成２４年１１月８日（木） 

 
水防災意識社会 再構築ビジョンに基づく 

「第3回紀の川上流部の減災対策協議会」 
   ～関係各市町の取組状況の報告～ 

 
－ 和歌山河川国道事務所 － 

Ｈ29.6.28 

概 要  

 平成28年度設立した「紀の川上流部大規模氾濫に関する減災対策協議会」で策定した紀の川上流部の減災に
係る取組方針に対し各市町・県・国における取組状況等について報告を行いました。 
 平成29年5月の水防法改正を受け、協議対象を和歌山県が管理する区域まで拡大しました。また、規約
の改定が行われ、承認されました。 

対象河川：紀の川水系紀の川        

・渋田樋門に監視カメラと量水板を設置し、平成29年度
運用開始する。 
・防災学習会を実施し、中学生を対象に町で実際に起こっ
た水害・土砂災害の写真を見て、起こりうる災害や防災
マップの見方を学んだ。 
・出水期前に関係部署により、各課との連絡体制等を確認
するための図上訓練を実施している。  
・防災行政無線の普及を、平成27年度から整備を進め、
平成29年5月に運用開始した。              
・市町村が地区単位で避難対策ワークショップの運営者を
育成できるように手引きを作成した。ワークショップを開
催し、地域の方からは、「参加して良かった」、「防災意
識が高まった」などの意見を頂いている。 
・情報を発信する側の危険度や切迫度がきちんと伝わるよ
うに、｢危険度を色分けした時系列｣、｢警報級の可能性の
提供｣、｢危険度分布(メッシュ情報)の充実｣の改善を行っ
た。 
・大滝ダムの上流の画像について意見を受け、異常洪水時
の防災操作開始水位と洪水時最高水位を表示する取組を検
討している。 
・平成29年5月より、洪水予報の氾濫危険情報、氾濫発
生情報がエリア内に緊急メールが流れるシステムを運用し
ている。流下能力対策、危機管理型ハード対策については、
残りの4年間で整備していきたい。 
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 新しい家が浸水想定区域の中に建てはじめているので、
建てる前にかさ上げ等の啓発を行っていく必要があると
考える。 

 樋門の建設をすると、内水の浸水ということが危惧され
ると思う。近隣の自治体の状況を見ると、内水の排除が
出来なくなってポンプ排水している状況が見受けられる。
そういった施設整備等は国の方で支援してほしい。 

 支川の樋門で樹木等が生えており、本来の能力を発揮し
ないことがあった。本川でも野鳥の会等あるが住民を守
るためには、伐採も必要であると考える。 

 住民は、避難勧告を出しても逃げてくれない。自主防災
組織が出来たが、資機材等の費用など国の補助が必要と
考える。 

 過去災害があったため、住民の災害に対する意識は高い。 
 ダムが出来て、公園等浸水しないと安心していたが、支

川からの水量が多く浸水してしまった。そのことも踏ま
えて支川の状況も把握する必要がある。 

 特定のエリアで豪雨が起こり、ダムからの放流もあれば
樋門を閉めなければいけない。対応が困難となってしま
う。 

 スマートフォン等での情報伝達及び取得は、高齢者では
難しい。現在、消防団等で巡回したり防災無線を使って
促しているが、その問題を国・県・市と連携しながら安
心安全を守るようにしたい。 

 ダムの運用が始まったが、放流などは国・県の整備状況
を見ながら調整したい。そのほか、ＨＰ等でわかり易い
情報を発信し改善するところがあれば改善していきたい。 

 住民が逃げないのは、現時点の河川状況を見て判断する
ことがあるが、自治体としては二時間先の予測を考慮し
て早めの避難勧告を出している。その情報をいかに伝達
するか考える必要がある。 

 防災無線は窓などを閉めきると、聞こえないためその問
題をどうにかしたい。 

 河川カメラを見て避難する取り組みも必要だと考える。 
 情報提供を国・市町と連携してどう市民に提供していく

か考える必要がある。 

和歌山河川 
国道事務所長 

【問い合わせ先】 
 国土交通省 近畿地方整備局 和歌山河川国道事務所河川管理課 
 〒６４０-８２２７ 和歌山市西汀丁1６番 
                  TEL 0７３-４０２-０２６５ 

和歌山河川国道事務所 

【構成メンバー】 
かつらぎ町長、九度山町長、橋本市長、 
五條市長、和歌山県県土整備部長、 
奈良県県土マネジメント部長、 
和歌山地方気象台長、奈良地方気象台長、 
紀の川ダム統合管理事務所長、 
和歌山河川国道事務所長 

引き続き、人々にとって安心・安全な流域づくりを目指して、取組方針に
掲げられた各取組を協議会メンバーが連携して確実に実施していきます。 

 

紀の川流域図 

防災学習会 

報告内容を
踏まえて 

沿川市町の取組の様子 

図上訓練後のフォローアップ 


